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１ 食品健康危害防止の推進 

食品関係団体等の自主的な衛生活動を強化し，営業者の衛生意識の向上を図るとともに，Ｈ

ＡＣＣＰシステムなど衛生管理手法を普及し，営業者の自主管理を促進する。 

また，食品供給工程にかかわる関係団体，食品関係部局等との連携を強化して，食品の安全

確保体制の強化を図るとともに，食品安全条例に明記された不良食品をなくすための新たな取

り組みについて普及推進を図り，食品による健康被害の未然防止を推進する。 

 

(１) 事業者の自主衛生管理の促進（平成８年度開始 市単独 予算：３，５２９千円） 

  【事業の目的･内容】 

    衛生講習会等を実施し，食品営業者や食品衛生責任者等の資質を向上するとともに，食

品関係団体の活用により事業者の自主的活動を活性化させ，食品営業施設の自主管理の徹

底など衛生水準の向上を図る。 

    また，積極的に自主衛生管理に取り組んでいる食品営業施設等に対し，その衛生管理が

一定の水準以上であることを公的に認証し，公表するなどにより，事業者の自主衛生管理

の促進を図る。 

根 拠 法 令 等 主管課・グループ 

食品衛生法，食品衛生法第５０条第２項の基準を定める

条例，食品安全条例 
生活衛生課食品衛生グループ

《実 績》 

① 食品営業者衛生講習会の実施 

 学校等給食関係 一般営業者関係 

開催回数 １０ ３３

受講者数 ６１９ １，４６３

②（社）栃木県食品衛生協会に対する委託事業の実施 

食品衛生責任者講習会の実施状況 

 養成講習会 再教育講習会 

開催回数 １３ ２０

受講者数 ５９９ １，４３１

③ 食品衛生推進員活動状況 

食品衛生推進員委嘱人数 ６

活動報告件数 １５７

④ 食品健康危害防止対策講演会実施状況 

開催回数 １ 

参加者数 １７７ 

⑤ 食品衛生自主管理認証制度（うつのみやハサップ）に基づく認証等施設数 

（平成２４年３月３１日現在） 

内訳 届出施設（ステップ１） 認証施設（ステップ２）

施設数 １２ １８ 
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(２) 食品の安全確保に関する体制整備と連携強化 

（平成１５年度開始 市単独 予算：３８８千円） 

【事業の目的･内容】 

食品の安全確保対策にかかる消費者・学識経験者・関連事業者等による検討や意見交換，

関係行政機関・関係団体の情報交換・連携強化を図るための会議・委員会を開催する。 

根 拠 法 令 等 主管課・グループ 

食品衛生法，食品安全基本法，食品衛生法第５０条第２

項の基準を定める条例，食品安全条例，食品の安全確保

に関する基本方針 

生活衛生課食品衛生グループ

  《実 績》 

① 食品の安全確保に関する会議の開催状況 

会議等の名称 概     要 開催状況 

食品安全行政推進会議 

目的：関係行政機関の情報交換

等連携強化による食品関係

行政の円滑な推進 

構成：宇都宮市，栃木県及び国

（栃木農政事務所）の食品関

係行政機関１４機関 

平成２３年 ６月３０日

食品安全関係団体連絡会議 

目的：食品関係団体の情報交換

等連携強化による食品安全

確保対策の推進 

構成：食品関係団体（消費者団

体，生産者団体，流通加工者

団体１４団体及び宇都宮市）

平成２３年１１月２５日

食品安全懇話会 

目的：食品安全確保に係る方針

や計画等の検討及び施策へ

の反映 

委員：消費者，学識経験者，食

品関連事業者等１０名 

平成２４年 ２月２０日

食品安全専門委員会 

目的：食品衛生対策の専門的事

項等の検討及び施策への反

映 

委員：学識経験者，食品製造・

調理・販売業者等１０名 

平成２４年 ２月２０日

② 食品の安全確保のための行動計画・監視計画の策定 

方針・計画の名称 概                要 

宇都宮市食品安全推進計画 趣旨：生産から消費に至る幅広い視野に立った食品の安全

確保を図るため策定した『宇都宮市食品安全推進計画（平

成２０年度策定（２５年度まで５ヵ年計画））』に基づき，

年度ごとの実施事業・目標を設定し，計画的に実施する。

宇都宮市食品衛生監視指導

計画 

趣旨：食品の安全を確保し，市民の健康保護を図るため，

食品衛生法第２４条の規定に基づき，監視指導の計画を策

定。食品・施設の危害度に応じた効率的かつ効果的な監視

指導を計画的に実施する。 
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(３) 食品健康被害の未然防止の推進 

（平成８年度開始 市単独 予算：２（１）「食品衛生監視指導の充実」にて計上） 

【事業の目的･内容】 

食中毒等の健康被害や不良食品の流通等が発生した場合の拡大防止措置，原因究明等を

迅速かつ的確に行なう。 

また,平成２０年４月１日から施行された食品安全条例に基づく新たな制度の普及によ

り，不良食品の排除を一層促進する。 

・ 自主回収届出制度・・・事業者自ら不良食品を迅速かつ適切に排除できるしくみ 

・ 危害情報申出制度・・・市民自ら危害情報を申出し，行政対応を求めるしくみ 

・ 安全性調査制度・・・効果的な調査を実施し必要な勧告等措置ができるしくみ 

根 拠 法 令 等 主管課・グループ 

食品衛生法，食品安全条例 生活衛生課食品衛生グループ

 《実 績》 

① 自主回収の届出報告（平成２０年度開始） 

 

② 不良食品等の届出及び調査の実施 

区     分 平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度

不良食品に 

関すること 

腐敗・変敗に関すること 10 14 10

異物混入に関すること 24 36 35

表示に関すること 5 2 19

容器包装に関すること 1 2 0

有症苦情 36 35 42

その他 12 23 17

施設に関する 

こと 

衛生に関すること 9 16 6

そ族昆虫に関すること 4 3 0

施設からの排水に関すること 2 0 0

その他 2 10 4

合  計 105 141 133

③ 食中毒の発生及び調査の実施 

     平成２３年（１月～１２月）食中毒発生状況 

発生日 
喫食 

者数 

患者 

数 

死者 

数 
原因食品 原因物質 

原因 

施設 

摂取 

場所 
発生要因 

4/15 9 9 0 水 ノロウイルス 飲食店 飲食店 
汚染された水の喫

飲 

5/16 9 7 0 
牛レバ刺し 

（推定） 
カンピロバクター 飲食店 飲食店 

汚染された牛レバ

ーの喫食（推定） 

10/4 24 13 0 
ヒラメ（ちら

し鮨） 

クドア・セプテンプ

ンクタータ 
飲食店

事業所

等 

寄生虫を含むヒラ

メの喫食 

計 42 29 0      
 

届出報告件数 

１９ 


